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近年、初等中等教育や大学教育では PBL（Project Based Learning）が広がりつつある。PBL は小
グループを構成したうえで問題解決やプロジェクトを遂行する中で学びを高めていくものであり、
様々な実践の中で共同での学び、いわゆる協同学習の効果が注目されている 1)2)。 
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取り組みのひとつとして、2013 年度から A 高校の「商品開発」の授業のなかで実践してきた。こ
の取り組みは、年間を通して「商品開発」の全授業に大学生が加わり、グループワークを多用し

























開発を行っている。さらに 2016 年には、A 高校と B 高校が統廃合され同じ校舎で学ぶこととな
り、両校において「商品開発」の授業に取り組むこととなった。統廃合の移行期間のため異なる

















表 1 「商品開発」の時期ごとの授業スケジュール 

















A 高校は 5 クラス、B 高校は 3 クラスである。全クラス商業科であり、進学希望・就職希望の
生徒が混在し、特に進路希望別や成績順といったクラス分けはされていない。各クラスの性別は
偏りのないように分けられている。 






各クラスの協同学習では、4～5 人で構成される計 8 グループを編成されている。各グループの
性別は偏りのないように配慮されているが、学力や人間関係などは考慮されていない。大学生が
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介入するクラスについては 1 グループにつき 1 名の大学生が加わる。なお、大学生は有志による
ボランティアとして、それぞれ授業に参加している。 








 対象は、公立高校 A 高校（商業科）3 年生および B 高校（商業科）3 年生計 313 名（男子 94 名、
女子 219 名）である。 
 
２．調査時期 




A 高校および B 高校の「商品開発」の授業時間の一部を使用して行い、授業担当教員が配布・
実施し、その場で回収した。調査は各クラス別に実施され、各クラス担当教員が 1 項目ずつ読み
上げながら回答していく方法で行った。実施時間は約 20 分であった。 
 
４．質問紙内容 









調査は、A 高校および B 高校の校長、教頭、商業科主任、各クラス担当教員の了解のもと対象








 有効回答率 246 名（78.6%）。対象者の性別は男子 88 名、女子 158 名であった。進路選択につ
いては進学が 107 名、就職が 124 名、その他・未定が 15 名であった。 
協同作業認識尺度は、もともと大学生・専門学校生を対象に作成された尺度である。また本研
究では協同作業認識尺度（長濱他, 2009）に 2 項目を追加して、生徒の「協同作業に対する認識」
に関する 20 項目で調査しているので、因子分析（主因子法、プロマックス回転）を行った。その
結果、因子負荷量が.40 以下のものと交差負荷がみられた 4 項目を削除し、解釈可能な 2 因子 16
項目が抽出され、先行研究とは因子構造が異なっていた。最終的な因子分析の結果を Table1 に示
す。 
第 1 因子（8 項目）は、「優秀な人はわざわざ協同する必要がない」、「失敗したときに連帯責任
を問われるくらいなら、1 人でやる方が良い」といった、先行研究と同じ項目で構成されている
ことから「個人志向因子」α=.827 と命名した。 
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Table1.協同作業認識尺度の因子分析の結果（主因子法、プロマックス回転） 
質問項目 個人志向因子 協同効用因子 共通性 
Q113 優秀な人たちがわざわざ協同する必要はない .782 .005 .609 
Q114 失敗したときに連帯責任を問われるくらいなら、一人でやる方が良い .723 -.067 .563 
Q115 協同は仕事のできない人たちのためにある .653 -.044 .450 
Q101 みんなで一緒に作業すると、自分の思うようにできない .600 .078 .331 
Q112 人に指図されて仕事はしたくない .597 .138 .314 
Q120 弱いものは群れて助け合うが、強い者にはその必要はない .582 -.202 .468 
Q119 知らない人と一緒に仕事をするのは気が重い .533 -.131 .353 
Q110 みんなで話し合っていると時間がかかる .442 .241 .174 
Q107 みんなでいろいろな意見を出し合うことは有益である .092 .702 .454 
Q106 協同はチームメートへの信頼が基本だ .174 .671 .393 
Q108 能力が高くない人たちでも団結すればよい結果が出せる -.039 .612 .393 
Q109 協同することで一人では考えつかないような解決策がうまれる .006 .553 .304 
Q118 たくさんの仕事でも、みんなと一緒にやればできる気がする -.060 .546 .327 
Q116 個性は多様な人間関係のなかで磨かれていく .089 .497 .222 
Q111 グループ学習ならば、他の人の意見を聞くことができるので自分の知識も増える -.128 .492 .305 







まずは、クラス（A 高校の大学生が介入した 1 クラス、A 高校の大学生が介入していない 4 ク
ラス、B 高校の大学生が介入していない 3 クラス）×性別（男子、女子）の 2 要因分散分析を行





大学生が介入したクラスが介入していない A 高校 4 クラス（p<.001）、および B 高校 3 クラス










男子 女子 主効果 
交互作用 多重比較 










（A 高校 1 クラス） 
36 4.47 .386 4.43 .366 
* *** n.s. Ⅰ＞Ⅱ,Ⅲ 
Ⅱ）大学生が介入していないクラス 
（A 高校 4 クラス） 
121 3.89 .614 4.17 .468 
Ⅲ）大学生が介入していないクラス 
（B 高校 3 クラス） 
89 3.90 .550 4.19 .577 
* p<.05 *** p<.001 
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